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入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和元年 12 月２日
独立行政法人国際交流基金
日本語国際センター
契約担当職 副所長 中村 裕二

◎調達機関番号 573 ◎所在地番号 11
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 日本語国際センター
で使用する電気（契約電力286kW、１年当
たり予定使用電力量742357kWh）
 仕様等 入札説明書、仕様書等による
 契約期間 令和２年４月１日から令和３年
３月31日まで
 需要場所 埼玉県さいたま市浦和区北浦和
５６36 独立行政法人国際交流基金 日
本語国際センター
 入札方法 入札金額は各社において設定す
る契約電力に対する単価（kW単価、同一月
においては単一のものとする、小数点以下を
含むことができる）及び使用電力量に対する
単価（kWh単価、小数点以下を含むことが
できる）を根拠とし、当センターが提示する
契約電力及び予定使用電力量の対価（年間総
価）を入札書に記載すること。
落札の決定は、入札書に記載された金額に、
消費税法及び地方消費税法の規定により定め
られた税率により算定された額を加算した金
額をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者
であるかを問わず、見積もった契約金額から
消費税及び地方消費税相当額を除いた金額を
入札書に記載すること。
入札書に記載する金額の算定に当たって

は、力率割引又は割増、発電費用等に係る燃
料価格変動の調整額及び太陽光発電促進付加
金並びに電気事業者による再生可能エネル
ギー電気の調達に関する特別措置法に基づく
賦課金は考慮しないこととする。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国際交流基金会計細則第16条
及び第18条の規定に該当しない者であるこ
と。

 平成31・32・33年度又は令和１・２・３年
度競争参加資格（全省庁統一資格）の「物品
の販売」においてＡまたはＢ等級に格付けさ
れている者であること。
 国際交流基金から指名停止にされている期
間中に該当しない者であること。
 電気事業法第３条第１項の規定に基づき一
般電気事業者としての許可を得ている者又は
同法第16条の２第１項の規定に基づき特定規
模電気事業者としての届出を行っている者で
あること。
 省ＣＯ２化の要素を考慮する観点から、入
札説明書に記載する基準を満たすこと。

３ 入札書及び入札付属書の提出場所等
 適合証明書及び入札書の提出場所、契約条
項を示す場所、入札説明書に関する問い合わ
せ先 〒3300074 埼玉県さいたま市浦和区
北浦和５６36 独立行政法人国際交流基
金日本語国際センター 教師研修チーム
野倉 友理 ＴＥＬ0488341181 ＦＡＸ
0488341170
E‑mail：NC̲bid@jpf.go.jp

 入札説明書の交付期限及び方法 令和２年
１月21日（火）午後３時必着 上記アドレス
宛に交付希望連絡を受けた後、順次電子メー
ルで配布する。
 適合証明書の受領期限 令和２年１月28日
（火）午後３時必着
 入札書の受領期限 令和２年２月13日（木）
午後５時必着
 開札の日時及び場所 令和２年２月14日
（金）午後３時 独立行政法人国際交流基金
日本語国際センター 第５会議室

４ その他
 入札、契約手続きにおいて使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札説明書に定
める要件を満たしていない入札書、入札者に
求められる義務を履行しなかった者の提出し
た入札書、その他独立行政法人国際交流基金
会計細則第31条第１項各号に掲げる入札書は
無効とする。
 契約書作成の要否 要

 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当職が判断した入札者で
あって、独立行政法人国際交流基金会計細則
第27条の規定に基づいて作成された予定価格
の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入
札を行った入札者を落札者とする。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting entity : Yuji Nakamura, Ma‑

naging Director, The Japan Foundation Ja‑

panese‑Language Institute, Urawa.

 Classification number of the product to

be procured : 26

 Nature and quantity of the services to be

purchased : Electricity to be used at The Ja‑

pan Foundation Japanese‑Language Insti‑

tute, Urawa : about 742,357kWh per year

 Delivery period : From April 1, 2020, to

March 31, 2021

 Delivery place : As shown in the tender

documentation.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not fall under Articles 16 and 18 of the

Japan Foundations Rules for the opera‑

tion of accounting.

 have a Grade A or B classification in

the area of Sales, in terms of the qualifi‑

cation for participating in tenders (single

qualification for every ministry and agen‑

cy) for fiscal years 2019, 2020, and 2021.

 not be currently under suspension of

nomination by the Executive Vice Presi‑

dent of the Japan Foundation.

 have permission to operate as a gener‑

al electric enterprise in accordance with

Article 3, Section 1 of the Electricity Util‑

ities Industry Law, or have registered as

a specified scale electric enterprise in ac‑

cordance with Article 162, Section 1 of
the same law.

 fulfill the requirement mentioned in the

tender manual that are stated from the

viewpoint of reducing CO2.

 Date of tender : 5 : 00 P.M. February 13,

2020

 Contact point for the notice : Yuri

Nokura, Teachers Training Section, The

Japan Foundation Japanese‑Language In‑

stitute, Urawa 5636 Kita‑urawa, Ura‑
wa‑ku, Saitama‑Shi, Saitama 3300074,
JAPAN TEL 0488341181 FAX 048
8341170 E‑mail : NC̲bid@jpf.go.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和元年 12 月２日

契約責任者
独立行政法人国立印刷局
財務担当理事 曽根 英実

◎調達機関番号 562 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量
省庁用官報原稿オンライン受付システムに
おける運用・保守支援業務 一式（電子入札
対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 令和３年４月５日
 履行場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行うので、総合評価のための性
能、機能、技術等に関する書類（以下「提案
書」という。）を提出すること。
落札決定に当たっては、入札書に記載され
た金額に消費税法及び地方税法の規定に定め
られた税率により算出された金額を加算した
金額（当該金額に１円未満の端数があるとき
は、その端数金額を切り捨てるものとする。）
をもって落札価格とするので、入札者は、消
費税及び地方消費税に係る課税事業者である
か免税事業者であるかを問わず、見積もった
契約金額のうち消費税及び地方消費税に相当
する額を除いた金額を入札書に記載するこ
と。
なお、入札書の金額欄には円までを記載す
ること。
 電子入札システムの利用 本案件は、入札
を電子入札システムで行う対象案件である。
なお、電子入札システムによりがたい場合
は、紙入札方式によることができる。
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